
　平成20年３月末に期限切れを迎えるガソリン税など道路特定財源の暫定税率維持
を求め、伊藤市長をはじめとする愛媛県内の14市町の首長による緊急意見表明が、
１月30日に松山市内で行われました。当日出席できなかった６首長も趣旨に賛同し
ているとのことで、県内の市町長が道路財源確保の必要性を訴えました。
　道路特定財源の暫定税率が廃止されると西条市の道路はどうなるのでしょうか？
渋滞の解消や、まちを元気づかせるために道路を新しくつくることはもとより、日
常生活で使っている車の行き違いもままならない狭い道路を広げることや、歩道が
無く危険な道路に歩道を新設すること、老朽化している橋の補修工事や補強工事な
どもできなくなります。さらには、ひび割れたり、水たまりができたりしている道
路の補修も十分にはできなくなるかもしれません。

　西条市内の道路の総延長は、市道だけでも1,073㎞あります。以前に比べれば着
実に道路は安全・快適になってきていますが、車の離合ができる幅のある道路の割
合（改良率と言います）は、西条市内の市道で59％にすぎません。（全国の国道・
県道の改良率は82％、愛媛県内の国道・県道の改良率は69％）
　また、市内の市道には927の橋がありますが、今後20年間で建設後50年を超える
老朽橋は262橋と、全体の約３割となります。
　これから起こりうる南海・東南海地震など、災害時に救命活動や復旧活動を確実
に行うためには、橋梁をはじめとする道路の耐震対策や適切な維持管理は急を要し
ています。

　暫定税率等が廃止された場合、平成18年度に愛媛県で行われた道路整備の事
業費で試算すると、国・県合わせて約852億円だった事業費が、廃止後は591
億円減少し、事業費は261億円となってしまいます。
　この結果、県の改良事業はまったくできなくなり、国の行う事業も約６割ま
で減少し、県道や国道の道路の拡幅や歩道をつけるなど現在進めている工事も
大幅に遅れ、新たな箇所には手をつけられなくなったり、日常の道路維持管理
にも支障が出たりする可能性があります。

　平成18年度の道路に関わる西条市の歳出は７億５千万円（人件費・公債
費を除く）です。その内訳は、道路の拡幅や新設などの道路改良費として
３億８千万円、舗装の補修などの道路維持費として２億９千万円、災害復
旧に８千万円です。
　西条市への道路特定財源からの歳入は７億２千万円で、歳出の７億５千
万円に不足する費用や人件費などは、市の一般財源を当てています。
　この道路特定財源から配分されている７億２千万円のお金が、暫定税率
等が廃止されると３億５千万円減少し、配分される額は３億７千万円と半
分になってしまいます。そのため、日常生活に必要な道路、広域医療や災
害時に地域活動の停滞を起さないための道路など、身近に必要とする道路
の整備や維持修繕にも支障が生じます。
　さらに、不足する予算は一般財源から手当てするようになるため、福祉
や保健、教育など西条市全体の行政にも影響が出るようになります。
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　「道路特定財源」は、道路を整備するための安定的な財源の確保のために創設され、受益者負担の考え方に基づ
き、自動車を利用する方々に、利用に応じて負担していただいている仕組みです。

　
　道路を利用することで、移動の時間が短縮されたり、商品やお客さんを運搬した
りするなど、道路の利便性によって利益を受けている方、すなわち自動車を利用し
ている方々から、新しい道路の建設費や、今使っている道路の維持費などを負担し
ていただくことです。
　例えば、大きな（重たい）車ほど道路の痛みは大きくなるため、自動車の重さに
従って「自動車重量税」を負担していただき、繰り返しあるいは長い距離の道路を
利用する方には、それだけ多くの道路の利便性を受け、より多くの道路を痛めるため、走行距離に比例して消費す
る燃料の量に従って「揮発油税（ガソリン税）」などを負担していただいており、受益者負担は受益と税負担の公
平性を確保しようとする仕組みです。そのため、「道路特定財源を一般財源化することは、自動車利用者にのみ高
額の税負担を強いることになり、受益者負担の原則とは言えず違法である」との意見があります。

　
　道路整備は、ほかの公共事業と同様、完成までに多くの時間と費用を要します。
特に道路の場合には、ある程度の区間（延長）の整備ができることで十分な効果を
発揮するという特徴があるため、計画的な予算の確保ができないことで、なかなか
整備が進みませんでした。
　そこで、立ち遅れている道路の整備を進めるために、受益者負担の原則に基づき
揮発油税などの制度を設け、これらの税率を暫定的に引き上げてきています。この
税率を暫定的に引き上げる措置は５年ごとに見直されており、現在の暫定税率等は
平成20年３月末（自動車重量税は４月末）で期限が切れます。 ガソリン小売価格が155円／㍑の場合
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